
第１　令和３年度下半期の補正予算の状況

１ 一般会計の主な補正

(１)令和３年１０月１８日議決（第４号補正：補正額　132,168千円）

①歳入補正

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国庫補助分）

災害公営住宅整備事業費補助金

学校保健特別対策事業補助金

②歳出補正

災害公営住宅建設予定地解体工事

災害公営住宅地質調査外業務委託料

災害公営住宅建設設計業務委託料

タクシー・飲食店助け合いクーポン実証事業委託料

芦北町事業継続応援金

③地方債補正

（変更）

　３．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい

て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該利率見
直し後の利率）

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者と協定
するものによる。
　ただし、町財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又
は繰上償還もしくは低
利債に借換えすること
ができる。

44,056

補正前 補正後
起債の方法 利 率 償還の方法

4,050

33,814

（単位：千円）

起債の目的
限 度 額

20,400

公営住宅整備事
業債

20,000 75,800 

証書借入又は
証券発行の方
法により借入

れる。

合 計 21,804,969 2,207,026 24,011,995 

（単位：千円）

0 

288,925 

22,900

町有温泉事業特別会計

37,000 

127,848 

計

15,480,062 1,798,922 17,278,984 

2,989,243 314,406 3,303,649 

芦北町財政事情の公表

　町民のみなさまに町財政についてご理解を深めていただくため「地方自治法第２４３条の３第１項」及
び「芦北町財政事情の公表に関する条例」に基づいて、財政事情の公表を年２回行っています。今回は、
令和３年度下半期における補正予算の内容と令和３年度予算の執行状況、基金・財産、町債の状況につい
て、あらましをお知らせします。

　令和３年度下半期には、一般会計で４回、介護保険事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、町有温
泉事業特別会計で２回、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計で１回の補正を行いま
した。
　一般会計に関する補正では、公共施設等に係る災害復旧及びコロナウイルス感染症対策に係る事業のほ
か、減債基金等の基金積立などを措置しました。
　特別会計に関する補正では、農業集落排水施設の災害復旧に係る事業、国民健康保険事業や介護保険事
業における療養給付費や介護サービス給付費、町有温泉事業の認証店に係る衛生管理設備導入等が主な内
容となっています。会計別の補正額と補正内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

会 計 名

特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計
事業勘定

9月末までの予算額 下半期補正予算額

一　般　会　計

直診勘定 3,300 0 

介護保険事業特別会計 2,406,620 102,988 

3,300 

401,681 

2,509,608 

生活排水処理事業特別会計

6,733,011 

農業集落排水事業特別会計 3,963 

後期高齢者医療事業特別会計

122,000 5,848 

奨学資金貸付事業特別会計 37,000 

308,026 △ 19,101 

397,718 

61,000 0 61,000 

6,324,907 408,104 小 計

16,322

49,762

4,050

2,500
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(２)令和３年１１月３０日議決（第５号補正：補正額　455,700千円）

①歳入補正

障害者自立支援給付費等負担金

障害児入所給付費等負担金

新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

保育対策総合支援事業費補助金

令和３年度子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金

社会資本整備総合交付金（都市防災総合推進事業）

球磨川流域復興基金

農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金

林業用施設災害復旧費補助金

町有施設整備基金繰入金

②歳出補正

選挙運動費用公費負担金

子育て世帯への臨時特別給付金

個別接種分予防接種委託料

健康管理システム改修委託料

浄化槽設置整備事業補助金

飲料水供給施設災害復旧事業補助金

災害公営住宅建築用資材等管理手数料

災害公営住宅建築用資材施業業務委託料

木造住宅建築支援事業補助金

芦北第一ポンプ場修繕料

急傾斜地崩壊対策事業費負担金

単県急傾斜地崩壊対策事業費負担金

海岸整備（交付金）事業負担金

港湾整備（交付金）事業負担金

防災倉庫設置工事

佐敷小校舎廻芝張工事

佐敷中トイレ洋式化工事

③繰越明許費補正
（追加） （単位：千円）

④地方債補正
（追加）

3,170

18,823

12,474

10,740

102,500

5,000

1,940

16,646

6,934

26,000

12,727

8,000

4,938

起債の方法

1,800

93,602

24,500

19,525

（単位：千円）

102,500

33,377

3,762

5,086

33,377

1,430

6,175

限度額

4,640

港湾費

償還の方法起債の目的

　証書借入又
は証券発行の
方法により借
入れる。

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者と協定
するものによる。
　ただし、町財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又
は繰上償還もしくは低
利債に借換えすること
ができる。

32,500

　３．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該利率見
直し後の利率）

利率

防災倉庫設置事業 12,474

繰越する事業名 金 額

災害公営住宅建築用資材町有林施業委託等事業 18,586

排水機場修繕事業 27,280

小学校災害対策維持管理事業 19,139

中学校災害対策維持管理事業 28,146

農地災害復旧事業 185,232

林道施設災害復旧事業 229,098

農業用施設災害復旧事業 367,971

27,280

3,717

2,253
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（変更）

(３)令和４年１月１２日議決（第６号補正：補正額　614,671千円）
①歳入補正

令和３年度子育て世帯への臨時特別給付（追加）給付事業費補助金
子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税非課税世帯等分）
災害等廃棄物処理事業費補助金
災害廃棄物処理対策事業債

②歳出補正
住民税非課税世帯等給付金システム改修委託料
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金
子育て世帯への臨時特別給付（追加給付金）システム改修委託料
子育て世帯への臨時特別給付（追加給付金）
災害廃棄物関係委託料

③地方債補正
（追加）

(４)令和３年３月４日議決（第７号補正：補正額　596,383千円）
①歳入補正

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
社会保障・税番号制度システム整備費補助金
保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業交付金
社会資本整備総合交付金（地域優良賃貸住宅建設）
球磨川流域復興基金
都市災害復旧費補助金
災害対策費用保険金
公営住宅整備事業債
公共土木施設災害復旧事業債

②歳出補正
減債基金積立金
住民記録システム改修委託料
保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業補助金
災害救助費負担金精算償還金
町有温泉事業特別会計繰出金
国直轄事業負担金

2,772

273,419
2,772
2,365

（単位：千円）

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者と協定
するものによる。
　ただし、町財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又
は繰上償還もしくは低
利債に借換えすること
ができる。

6,650

260,652

補正後

102,500
305,589

償還の方法

101,625

　３．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該利率見
直し後の利率）

24,700

24,765

296,800

102,500
203,251

16,636

12,802

2,365

3,300 10,300 

38,600 46,800 道路整備事業

限 度 額
起債の方法

急傾斜地崩壊対
策事業債

起債の方法 利率 償還の方法

災害廃棄物処理対策事業債 101,600

　証書借入又
は証券発行の
方法により借
入れる。

　３．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該利率見
直し後の利率）

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者と協定
するものによる。
　ただし、町財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又
は繰上償還もしくは低
利債に借換えすること
ができる。

101,600

1,056

（単位：千円）

　証書借入又
は証券発行の
方法により借
入れる。

起債の目的
補正前

37,306
39,272

起債の目的 限度額

利 率

1,492

8,200
8,292
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③繰越明許費補正
（追加） （単位：千円）

④債務負担行為補正
（追加） （単位：千円）

⑤地方債補正

（変更） （単位：千円）

2,772

15,000

住民記録システム改修事業

金 額

4,000

140,000

令和３年度子育て世帯への臨時特別給付金事業

令和３年度子育て世帯への臨時特別給付（追加）給付事業 5,068

保育所等整備事業

40,434

限度額

22

13,200

地域優良賃貸住宅建設事業 51,374

5,000

機構集積支援事業

3,350

公共土木施設災害復旧事業

繰越する事業名

射場芦北線道路維持事業

木造住宅建築支援事業

起債の方法

公営住宅整備事業

災害公営住宅建設事業

地区公民館建設補助事業

町誌編さん事業

住民税非課税世帯等給付金事業

55,184

8,000

78,418

大迫川改良事業 102,900

30,101

1,430,982

土砂災害危険住宅移転促進事業

199,726

認定こども園施設整備事業 36,374

1,000

360

換地等調整事業 2,607

5,048

補正前 補正後
償還の方法

3,484

単県治山事業

92

堆積土砂排除事業

新しい生活様式ビジネス展開事業

期 間

令和２年７月豪雨被害緊急支援資金利子補給補助金（農業）
令和4年度から
令和8年度まで

　証書借入又
は証券発行の
方法により借
入れる。

利 率

小学校スクールバス等運転業務委託料（吉尾地区）
令和4年度から
令和5年度まで

令和２年７月豪雨被害緊急支援資金保証料補助金（農業）
令和4年度から
令和16年度まで

学校給食調理業務委託料

公共土木施設災害復旧事業

75,800 

令和4年度から
令和4年度まで

206,200 230,900 

都市災害復旧事業

事 項

新型コロナ対応型中小企業者等持続化事業

起債の目的
限 度 額

84,000 

　３．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該利率見
直し後の利率）

369,600 365,160 

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者と協定
するものによる。
　ただし、町財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又
は繰上償還もしくは低
利債に借換えすること
ができる。
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２ 国民健康保険事業特別会計の主な補正
(１)令和３年１１月３０日議決（第２号補正：補正額　314,406千円）

①歳入補正
医療給付費分現年課税分
普通交付金
特別調整交付金分
保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

②歳出補正
療養給付費
高額療養費

③債務負担行為補正
（単位：千円）

３ 介護保険事業特別会計の主な補正
(１)令和３年１１月３０日議決（第２号補正：補正額　19,481千円）

①歳入補正
現年度分特別徴収保険料
調整交付金
職員給与費等繰入金

②歳出補正
介護予防サービス給付費
地域密着型介護予防サービス給付費
第１号被保険者保険料還付金

(２)令和３年３月４日議決（第３号補正：補正額　83,507千円）
①歳入補正

現年度分普通徴収保険料
調整交付金
前年度繰越金

②歳出補正
居宅介護サービス給付費
施設介護サービス給付費

４ 農業集落排水事業特別会計の主な補正
(１)令和３年１１月３０日議決（第２号補正：補正額　2,731千円）

①歳入補正
一般会計繰入金

②歳出補正
米田地区農業集落排水施設修繕料

(２)令和４年３月４日議決（第３号補正：補正額　1,232千円）
①歳入補正

一般会計繰入金

②歳出補正
芦北地区農業集落排水施設修繕料

③繰越明許費補正
（追加） （単位：千円）

５ 町有温泉事業特別会計の主な補正
(１)令和３年１１月３０日議決（第１号補正：補正額　648千円）

①歳入補正
一般会計繰入金
認証店に係る衛生管理設備導入等補助金

②歳出補正
温泉観光センター管理備品

661

（単位：千円）

154,828

1,232

38,880

151
497

254,202

1,760

16,167

（単位：千円）

繰越する事業名 金 額

芦北地区農業集落排水施設更新事業

△ 13,466

67,340

42,917

（単位：千円）

△ 20,988

12,944

386

1,232

5,348

26,543

2,731

20,369

患者輸送車運転業務委託料
令和4年度から
令和5年度まで

50,566

528

2,398

288,248

1,956

事 項 期 間 限度額

59,835

（単位：千円）
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(２)令和４年３月４日議決（第２号補正：補正額　5,200千円）
①歳入補正

一般会計繰入金

②歳出補正
湯浦温泉センター燃料費
温泉観光センター燃料費
計石温泉センター燃料費

６ 後期高齢者医療事業特別会計の主な補正
(１)令和４年３月４日議決（第２号補正：補正額　19,101千円）

①歳入補正
特別徴収保険料
普通徴収保険料　現年度分

②歳出補正
後期高齢者被保険者保険料

1,300
3,000

（単位：千円）

△ 19,101

△ 25,031
5,469

16,636

900

6



第２　令和３年度の予算執行状況
令和３年度の会計別執行状況は、以下のとおりです。（令和４年３月３１日現在）

１  一般会計（令和２年度からの繰越分含む）

歳　入

歳　出

金 額

0.0%

135,771,000

11.3%

0.5%

構成比 金 額

100.0% 16,275,029,087

構成比

60.1%

1,840,875,530

74.4%

100.8%

136,439,000

99.9%

0.8%

0.8%

100.6%

81.9%0.0%

合 計 21,874,466,000 100.0% 14,492,941,865 100.0% 66.3%

予備費 8,124,000 0.0% 0 0.0% 0.0%

公債費 1,040,953,000 4.8% 1,039,379,531 7.2% 99.8%

災害復旧費 6,585,747,000 30.1% 3,047,520,857 21.0% 46.3%

教育費 1,510,797,000 6.9% 1,103,541,430 7.6% 73.0%

消防費 526,122,000 2.4% 444,726,416 3.1% 84.5%

土木費 1,119,393,000 5.1% 666,584,299 4.6% 59.5%

商工費 835,738,000 3.8% 583,638,380 4.0% 69.8%

農林水産業費 1,009,962,000 4.6% 830,814,702 5.7% 82.3%

衛生費 2,876,615,000 13.2% 2,538,814,535 17.5% 88.3%

民生費 4,085,934,000 18.7% 2,848,874,973 19.7% 69.7%

総務費 2,156,183,000 9.9% 1,275,747,210 8.8% 59.2%

議会費 118,898,000 113,299,532 95.3%

（単位：円）

区 分
予算現額 支出済額

執行率
金 額

町債 3,478,060,000 15.9% 1,150,651,000 7.1% 33.1%

合 計 21,874,466,000

233.1%

繰越金 635,513,000 2.9% 774,216,215 4.8% 121.8%

諸収入

繰入金 802,704,000 3.7% 0 0.0%

0.6% 318,063,592 2.0%

寄附金 236,153,000 1.3% 228,979,000 1.4% 97.0%

財産収入 103,226,000 0.5% 83,415,226 0.5% 80.8%

県支出金 2,674,469,000 12.2% 1,142,169,377 7.0% 42.7%

国庫支出金 7,266,289,000 33.2% 5,162,821,016 31.7% 71.1%

使用料及び手数料 174,863,000 0.8% 154,589,058 0.9% 88.4%

分担金及び負担金 74,528,000 0.3% 49,826,073 0.3% 66.9%

交通安全対策特別交付金 820,000 0.0% 729,000 0.0% 88.9%

地方交付税 3,978,621,000 18.2% 4,802,761,000 29.5% 120.7%

地方特例交付金 7,042,000 0.0% 8,286,000 0.1% 117.7%

地方消費税交付金 321,000,000 1.5% 388,148,000 2.4% 120.9%

法人事業税交付金 9,000,000 0.0% 17,167,000 0.1% 190.7%

株式等譲渡所得割交付金 2,300,000 0.0% 5,951,000 0.0% 258.7%

配当割交付金 3,300,000 0.0% 2,986,000 0.0% 90.5%

利子割交付金 1,100,000 0.0% 661,000 0.0%

8.3%町税

地方譲与税 135,000,000 0.6%

区 分

1,825,539,000
構成比

収入済額
収入率

金 額 構成比
予算現額

（単位：円）

環境性能割交付金 8,500,000 0.0% 6,963,000
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２  特別会計

歳　入

歳　出

48.1% 49.8%

金 額 構成比

78.0%

構成比

95.8%

0.3%3,300,000

（単位：円）

事業勘定 3,303,649,000

直診勘定 0.1%

48.1%

100.0%

112,420,289

国民健康保険事業特別会計

金 額

10,158 0.0%

91.0%

76.6%

2,577,133,475 49.0%

6,035,230,7876,862,759,000 100.0%

76.1%

87.9%

後期高齢者医療事業特別会計 288,925,000 4.2% 250,043,841

合 計

86.5%

1.9%

4.1%

奨学資金貸付事業特別会計 37,000,000 0.5% 28,160,000 0.5%

87.9%

生活排水処理事業特別会計 61,000,000 0.9% 47,453,604 0.8% 77.8%

町有温泉事業特別会計 127,848,000 1.9%

農業集落排水事業特別会計 531,429,000 7.7% 331,452,938 5.5% 62.4%

介護保険事業特別会計 2,509,608,000 36.6% 2,256,687,102 37.4% 89.9%

直診勘定 3,300,000 0.1% 2,428,192 0.0% 73.6%
国民健康保険事業特別会計

事業勘定 3,303,649,000 3,006,584,821

（単位：円）

会 計
予算現額 支出済額

執行率

合 計 6,862,759,000 100.0% 5,255,990,325 100.0%

後期高齢者医療事業特別会計 288,925,000 4.2% 276,669,109 5.3%

奨学資金貸付事業特別会計 37,000,000 0.5% 19,718,111 0.4% 53.3%

町有温泉事業特別会計 127,848,000 1.9% 34,141,464 0.6% 26.7%

生活排水処理事業特別会計 61,000,000 0.9% 33,436,912 0.6% 54.8%

農業集落排水事業特別会計 531,429,000 7.7% 99,005,930 1.9% 18.6%

介護保険事業特別会計 2,509,608,000 36.6% 2,215,875,166 42.2% 88.3%

会 計
予算現額 収入済額

収入率
金 額 金 額 構成比構成比
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第３　基金・財産の状況
１　基金の状況

※グラフ内の数値は表示単位以下を四捨五入しているので、表記の総額と一致しない場合があります。

２　町有財産の状況

第４　町債及び一時借入金の状況
１　町債の状況

※グラフ内の数値は表示単位以下を四捨五入しているので、表記の総額と一致しない場合があります。

２　一時借入金の状況
一時借入金は、資金繰りのための短期の借入金です。本年度の借り入れはありません。

3億2,286万円

区 分 金額・面積

土地及び山林 1013.5ha
証券その他の権利

建物 15.1ha

　基金は、貯金と同じ役割をもっています。特定目的のために資金を積み立てたり定額の資金を運用
したりするために設けられるものです。特に財政調整基金は、災害や大規模な事業、一時的に多額の
財政需要がある場合の財源に充てます。

　町債とは、町の借金のことです。道路、学校、住宅の建設や上下水道整備、災害復旧等の費用
について世代間の負担を均等化する役割もあります。町が償還する元金と利子には地方交付税に
よる財政支援があり、町債残高の約３割を占める臨時財政対策債については、その全額を国が保
証することとなっています。
　なお、令和３年度の町債元利償還金は１１億６，８９２万円ですが、そのうち８億４，５６２
万円は地方交付税に算入されています。

基金の目的別現在高（令和３年度末予定額） ５５億７，２４４万円

町債現在高（令和３年度末予定額） １３２億３，０３４万円

総務債

66,418万円

5.0%
農林水産債

56,436万円

4.3%

土木債

193,801万円

14.6%

消防債

56,847万円

4.3%

教育債

180,298万円

13.6%

災害復旧債

264,380万円

20.0%

臨時財政対策債

372,953万円

28.2%

農業集落排水事業債

44,941万円

3.4%

その他

86,957万円

6.6%

財政調整基金

131,965万円

23.7%

町有施設整備基金

75,230万円

13.5%

社会福祉振興基金

39,460万円

7.1%

九州新幹線渇水等被害

対策基金

11,611万円

2.1%

まちづくり振興基金

89,801万円

16.1%

国保財政調整基金

60,962万円

10.9%

土地開発基金

10,000万円

1.8%

その他

138,216万円

24.8%
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